
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１７年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項 平成１６年１０月１日新設合併

特別職　１８年度　給料５％減額

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

　　 　

管理職手当　１８年度　率２％減
人事委員会未設置

16年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

18.0

職員数

　　　　　　Ａ

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（17年度末）

周防大島町の給与・定員管理等について

（参考）

Ｂ／Ａ

区　　分

16.9

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％

140,463 2,838,04221,700 16,753,406

人 件 費 率

給与費 B/A

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

人 件 費

　　　　　　Ｂ

人　

実 質 収 支

（参考）類似団体平均

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円 千円 千円人 千円 千円 　　　　　千円

6,1262,099,075 6,439565,371204,3771,329,327

17年度

17年度
326

96.5

93.4 93.5

90

95

100

105

周防大島町 類似団体平均 全国町村平均

（例）
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（５）給与改定の状況
①月例給

　　　

②特別給

　　　

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１８年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円

305,065

318,595

―

313,365

―

類似団体

民間事業者平均

292,557

―

354,244

国

340,457

286,50048.4

山口県 381,78145.8

山口県

282,363

287,675

平均給与月額

（国ベース）

313,525

344,840

類似団体 359,612

356,717

―

月

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の
　　支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

周防大島町

勧　告

月

区　　分

支給月数　　　B A-B

月 月

公務員の 較差

月年度 月

（改定率）

年度 円

支　給　月　数

（　　　　　　　％）

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス
   パイレス比較した平均給与月額である。

国　の　改　定　率

人事委員会の勧告

年間支給月数

（参考）

民間の支給 国　の　年　間

割合　　　　　　A

給　与　改　定　率

％ ％ ％

（参考）

勧　告

277,675

324,287

282,363

332,630

周防大島町

うち学校給食調理員

うち保育所給食調理員

平均給料月額

平 均 年 齢 平均給料月額

区　　分

52.1 302,525

国 40.4 328,477

378,022

平均給与月額

353,925

43.5

44.5 393,121

434,871

376,612

383,183

381,212

43.3

民間給与 公務員給与 較差

A

円 円

B A-B

区　　分

人事委員会の勧告

363,606

287,513

289,800

326,850う ち 清 掃 職 員 48.0

（改定月数）

51.6

47.6

―

平 均 年 齢

56.5

平均給与月額

―
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　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、○年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

一般行政職

―

高　校　卒

教　育　職

区　　分

―

国山口県

170,200 170,200

周防大島町 ― ―

平均給料月額平 均 年 齢

経験年数１５年

平均給与月額

一般行政職

区　　　　分

類似団体

区　　　　　分

138,400

山口県

周防大島町

大　学　卒

134,000

経験年数１０年

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒技能労務職

高　校　卒

大　学　卒

138,400

経験年数２０年

138,400

159,700

135,600高　校　卒技能労務職

260,717

228,250

中　学　卒

大　学　卒

319,120

268,250

―

―中　学　卒

135,600

378,033

320,433

280,850

― ―

高　校　卒

教　育　職
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１８年４月１日現在）

（注）１　周防大島町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　 （注）平成１８年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

　　　　　　　　％

80

　　　　　　　　人

12

４　　級

　　　　　　　　人

区　　分

２　　級

主事・技師

３　　級

１　　級

　　　　　　　　％

構成比

　　　　　　　　％

4.2

標準的な職務内容 職員数

　　　　　　　　人

10

5.9

8.3

36.8

　　　　　　　　人

106

課長・特認主幹

17

５　　級

６　　級

７　　級
部長・総合支所長・議会事務局長・
教育次長・特認課長

39

主幹

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

13.5

　　　　　　　　％

27.8

特認課長
　　　　　　　　人

主査

主任

　　　　　　　　％

3.5

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

24

4.2%
0.3%

13.5%

7.1%

27.8%

13.9%

4.8%
4.1%

9.9%

36.8%

16.7%

8.3%

34.0%

5.9%

9.2%

3.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成１８年の構成比 １年前の構成比

4



（2) 昇給期間短縮の状況
　

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　５％～２０％ 役職加算　５％～２０％ 役職加算　５％～２０％

管理職加算　１５％～２５％ 管理職加算　１０％～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　－　　　　　　　　　　） 定年前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 （２％～２０％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.45

0.75

3.00

1.60

3.00

1.60

1.45

0.75

30.55

41.34

59.28

59.28

3.00

33.50

47.50

59.28

1.45

― ―

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55 23.50

周　　防　　大　　島　　町 山　　　口　　　県

―１人当たり平均支給額（１７年度）

国

1,721

普通昇給期間（１２～２４月）を

１人当たり平均支給額（１７年度）

国周　　防　　大　　島　　町

１７年度

―

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ

―
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

職 員 数

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　人

区　　　　　　　　　　　　分

普通昇給期間（１２～２４月）を

　　　　　比　　　　　　　　　　　率

全　職　種

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  Ａ

１６年度

　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ／Ａ

　　　　　　　　　％

―

―

　　　　　　　　　人

319

41.34

59.28

59.28

1,875

比　　　　　　　　　　　率

職 員 数

短縮して昇給した職員数

短縮して昇給した職員数

22,131

―

―
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 (3) 地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

(２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                  

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

 (4) 特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

―

60

3.1

600

国の制度（支給率）

―

国の制度（支給率）

支給対象地域

感染症防疫手当

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

支給実績（１７年度決算）

支給率

支給実績（１７年度決算）

―

危険手当

手当の名称

衛生センター、清掃センターに勤
務する職員

放射線取扱手当

―

―

左記職員に対する支給単価

3

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

手当の種類（手当数）

ごみの焼却処理業務、し
尿及び浄化槽汚泥処理
業務

月額　５，０００円

日額　　　２９０円

日額　　　２３０円

支給対象職員数

―

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ）

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

感染症患者の救護等

診療エックス線の照射又
はこれを補助する業務

主な支給対象職員

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

主な支給対象業務

支給率

― ―

―

54,526

167

93,464

241
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（6) その他の手当（１８年４月１日現在）

円264,227千円同

同

同

持ち家

３人目以降　　　　　　　　　 　

満１６歳から２２歳までの
子の加算

５，０００円

支給実績

（１７年度決算）

円

円

支給職員１人当たり
平均支給年額

同

同

国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

円

348,000 円

千円 ― 円

６，０００円

５，０００円

６，０００円～

１１，０００円

内容及び支給単価

配偶者　　　　　　　　　　　　

配偶者以外の１人目　　　　

扶養の２人目　　　　　　　　　

１３，０００円

千円2,647 20,053

348 千円

―

２７，０００円

３８，９００円具・距離区分により決定

借
　
　
　
家

家賃２３，０００円～

５５，０００円

交通機関利用者

交通用具利用者（交通用

家賃２３，０００円以下

２，０００円～

7%

異

異
４，０００円
～
１８，０００円

４，２００円

円

255 千円 17,000 円

17,695 千円 431,585

２，５００円
（新築から５
年間）

同

（１７年度決算）

52,317

14,623 千円

同

異

×1/2＋

同

（家賃－

２３，０００円）

最高限度額

１２，０００円

５５，０００円

同

２，０００円

１１，０００円

家賃５５，０００円以上

給料月額×
８％～２５％

２，０００円～

２４，５００円

管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員が臨時又は緊急の
必要等により週休日等に
勤務した場合

勤務１回に
つき６，０００
円（６時間超
９，０００円）

管理職員特
別勤務手当

管理又は監督の地位にあ
る職員

給料月額×

５％、６％、

異

家賃－

１時間当たりの単価×１３５/１００ 同

公署を異にする異動等に
伴い転居し、やむを得な
い事情により配偶者と別
居し単身で生活する職員

２３，０００円
＋６，０００円
～４５，０００
円（交通距
離）

同

宿直勤務又は日直勤務
を行った職員

勤務１回に
つき５，２００
円

異

76,963

36,894 千円 151,205

単身赴任
手当

休日勤務
手当

宿日直手当

住居手当

手　当　名

扶養手当

通勤手当
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５　特別職の報酬等の状況（１８年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７８２千円×在職年数×５．０

６４２千円×在職年数×３．０

５９０千円×在職年数×２．７

市 区 町 村 長給

料
助 役

区 分

収 入 役

報

酬

副 議 長

市 区 町 村 長

収 入 役

期
末
手
当

議 長

収 入 役

議 長

助 役

副 議 長

助 役

263,900

213,400318,000

議 員

226,000

206,000

491,000

666,000

724,000

356,000

議 員

退
職
手
当

備　　　　考

市 区 町 村 長 １５，６４０千円

181,000310,000

454,000

給 料 月 額 等

742,900

（参考）類似団体における最高／最低額

559,000905,000

782,000

609,900

642,000

560,500

590,000

282,000

６，３７２千円

　　（１７年度支給割合）

　　（１７年度支給割合）

3.35

3.35

任期毎

任期毎

任期毎

７，７０４千円
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（類似団体の人口1,000人当たり職員数 人）

人口1,000人当たり職員数　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（１８年４月１日現在）

　

277

910

32
11 11

介護事業関係業務の開設、増床等による増
10

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由

0

[    ７２５      ］ [    ８     ］

7 △ 1
12

1

0

012

240 243

6
9

△ 10

担い手支援センター開設による増
0

平成１８年 平成１７年

職 員 数

88

4

＜参考＞

△ 2

1

消防部門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

普
通
会
計
部
門

計

一
般
行
政
部
門

359

686

4

△ 3

事務量の整理による減

[  　　７３３　　   ］
合　　計

686
＜参考＞

31.6

13

＜参考＞

14.6

11.36

12.3

8.78

小　計 △ 10327317

50 050教育部門

101その他

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　　院

下水道

10
交　　通

369

水　　道

小　計

民　生

土　木

議　会
総　務
税　務

衛　生
農林水産
商　工

122
16

44
28

43

107
18

44

267

41

△ 15
2

0
4

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成
比

%
（例）
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況（公営企業局除く）

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）周防大島町行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

計

人

68694 63 4

人 人

区　分

32歳 36歳

35歳

～ ～

未満

～ ～

52歳

～ ～

40歳20歳 20歳 24歳 28歳

～ ～ ～ ～

56歳 60歳44歳 48歳

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

39歳23歳 27歳 31歳

人人

55歳43歳 47歳 51歳

83 65 73 75

―

計画始期 ３　年　目

　△５（８９．２％）

376 371 367 351 ―

△ 4

315

0増 減 0

315 315 315 315

0

△ 16

１９年 ２０年

数値目標

１７年～１８年

職員数

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

一般行政

―

△ 4 △ 16増 減

　　　0（100.0％）

646

△ 5

△ 5

―

平成22年4月1日 純減数

計画期間

職員数
820

人

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日

16 58 73

 純減数４３人純減率１１．４％

純減率

職員数

平成17年4月1日

職員数

数値目標
始　期 終　期

376 331

１７年 １８年

教　育

331

１年目 ２　年　目

（参考）

計

増 減

消　防 職員数

増 減

増 減 　　　　（　　％）

　　　　（　　％）

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

666 ―682職員数 691 686

　　△５（９４.2％）

45 12.0
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７　公営企業職員の状況
　(1)　病院事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、１８年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

役職加算　　　　 　５％～２０％

3.00 1.45

1,459,877

389,072

495,680

233,240

役職加算　　　　 　５％～２０％

管理職加算　　　１０％～２５％

3.00 1.45

42.4 564,339 1,272,720

事業者

市町村平均

医師

看護師

事務職 358,507

36.7

36.8

41.8

42.4

526,305

251,734

320,704

163,537

　　計　　Ｂ

1,226 1,721

555,411

区　　分

周防大島町

医師

看護師

事務職

その他職員

46.8

43.9

296,422

千円　 ％

純損益又は実

平　均　年　齢

総費用に占める

平均月収額基本給

479,544

１人当たり平均支給額（１７年度）

周防大島町　（一般行政職）

１人当たり平均支給額（１７年度）

　　　　　　区　　分

72.0 836,163

周　防　大　島　町

総費用

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

１６年度の総費用に占職員給与費比率

千円

（参考）市町村平均

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

　　　　千円 千円　

4,220,064 123,043

7,0401,647,801

一人当たり

％

49.4

める職員給与費比率

千円 千円

１７年度

１７年度
311 948,533 318,002

区　　分 職員数

人

5,298381,266

　　　　　千円 千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

2,167,011 51.4

千円
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イ　退職手当（１８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　） （退職時特別昇給 　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、○年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（１８年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                      

エ　特殊勤務手当（１８年４月１日現在）

千円

　円

　％

22,131

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

47.50

12,011

手当の名称

研究手当

主な支給対象職員

病院等に勤務する医師及び歯科医師

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

47.50

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

15.2

手当の種類（手当数） 11

1,322,217

一般行政職の制度（支給率）

―

―

支給実績（１７年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１７年度）

主な支給対象業務

60,822

支給対象地域 支給率 支給対象職員数

支給実績（１７年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１７年度決算）

左記職員に対する支給単価

医学に関する試験研究業務 月額３０，０００円～６０，０００円

医師応援診療手当 別に定める

医師欠員等の理由のため
組合内相互の間で診療の
ため応援業務に従事又は
手術等のため臨時の応援
業務

〃

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

周　防　大　島　町 周防大島町　（一般行政職）

3191,279
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

正規の勤務時間により勤務
の一部又は全部が深夜に
おいて行われる場合その区
分に応じて支給

夜勤介護手当 病院等に勤務する職員 1回につき５，５００円

正規の勤務時間により勤務
の一部又は全部が深夜に
おいて行われる場合その区
分に応じて支給

病院等に勤務する職員夜間看護手当

（２）深夜における勤務時間が
４時間以上の場合　３，３００円

（３）深夜における勤務時間が
２時間以上４時間未満の場合

２，９００円

（４）深夜における勤務時間が
２時間未満の場合　２，１００円

（１）深夜を通じて勤務する変
則二交替を実施する場合

(２２：００～５：００）

６，８００円

夜勤手当 病院等に勤務する職員
労働基準法第３７条の規定
により午後１０時から午前５
時までの間に勤務

勤務１時間につき給与額の１０
０分の２５に相当する額

教務主任手当 大島看護専門学校に勤務する看護師
６箇月以上の看護教員養成
講習を終了した者で主任教
員としての職務に従事

月額　給料月額の１００分の７

実習調整者手当 〃
６箇月以上の看護教員養成
講習を終了した者で実習調
整者としての職務に従事

月額　給料月額の１００分の６

病院等に勤務する医師及び歯科医師 救急診療の業務に従事 別に定める

業務手当 〃 業務に従事 別に定める

専任教員手当 〃
６箇月以上の看護教員養成
講習を終了した者で専任教
員としての職務に従事

放射線取扱手当
作業又は業務に従事した日

１日につき３００円

月額　給料月額の１００分の５

病院に勤務する診療放射線技師又は
診療エックス線技師

エックス線その他の放射線
を人体に対して照射する作
業に従事

救急診療手当

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 11,385

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ） 106

支 給 実 績 （ １ ６ 年 度 決 算 ） 11,117

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ６ 年 度 決 算 ） 97
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カ　その他の手当（１８年４月１日現在）

調整手当

（給料＋扶養手当）×１０/１００

医療職給料表（一）の適用を受ける職
員

初任給調整
手当

給料月額×
管理職手当

管理又は監督の地位にあ
る職員

異 円

休日勤務
手当

１時間当たりの単価×１３５/１００ 同 ― 千円 ― 円

４％～２１％

2,368,800 円

10,817 千円 540,832

千円

円

54,482

欠員の補充が困難であると認めるもの

月額　３０７，９００円以内

月額　３７，３００円以内

１　医療職給料表（一）の適用を受ける
職員

２　医療技術に関する専門的知識を必
要とする職員

給料月額×
８％～２５％

20,988 千円 636,000

千円 139,200 円
５５，０００円

２，０００円～
異
２，０００円～

３８，９００円 ２４，５００円

28,675

２７，０００円 同

通勤手当

交通機関利用者
最高限度額

同

交通用具利用者（交通用

具・距離区分により決定

円借
　
　
　
家

家賃２３，０００円以下
家賃－

同
１２，０００円

（家賃－

同

２，５００円
（新築から５
年間）

13,284 千円 147,600住居手当

持ち家 ２，０００円 異

家賃２３，０００円～ ２３，０００円）

５５，０００円 ×1/2＋

１１，０００円

家賃５５，０００円以上

円

配偶者以外の１人目　　　　
６，０００円～

同
１１，０００円

扶養の２人目　　　　　　　　　 ６，０００円 同

３人目以降　　　　　　　　　 　

内容及び支給単価
国の制
度との
異同

（１７年度決算） 平均支給年額
国の制度と
異なる内容

（１７年度決算）

支給職員１人当たり支給実績

満１６歳から２２歳までの
子の加算

手　当　名

５，０００円 同

扶養手当

配偶者　　　　　　　　　　　　 １３，０００円 同

５，０００円 同

22,200 千円 222,000
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④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

0 0

（参考）周防大島町行政改革実施計画における定員管理の数値目標（数・率）

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

平 成 17 年 4 月 1 日 平 成 22 年 4 月 1 日 純減数、純減率　０

計画期間

数　値　目　標
始　期 終　期

職員数 職員数

純減率純減数平成17年4月1日 平成22年4月1日

315 315
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